









経営志林 第48巻 3 号 2011年10月  103 
〔研究ノート〕 
固定資産の回収可能価額の測定に関する実態調査 

























3 つの動機がある｡ 第 1 は, 調査の必要性であ
る｡ 固定資産の評価は原則的に取得原価にもと






































第 3 は, この調査を実施する環境として, 日
本はとくに適しているということである｡ 海外
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第 2 節では, 減損会計基準とその実務指針であ
る企業会計基準適用指針第 6 号 ｢固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針｣ (以下, 減損会
計適用指針とする) にもとづいて, 回収可能価
額の測定基準を整理する｡ 第 3 節では回収可能
価額の測定に関する先行研究をレビューし, 第 
4 節ではサンプルの抽出基準と調査項目の概要












額とは, 当該資産の ｢正味売却価額｣ と ｢使用
価値｣ のいずれか高い方の金額をいう｡ 正味売





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































各指標の概要は表 1 に示すとおりである｡ そ
れぞれ準拠法, 価格決定機関, 価格時点, 評価





















第 3 に, 価格時点は ｢固定資産税評価額｣ が 
3 年に 1 度の頻度で更新するのに対して, その
他の指標は毎年更新される｡ このため, ｢固定
資産税評価額｣ を参照する場合には, 評価対象








表 1 公的な価格指標の概要 








都道府県知事 市町村長 国税局長 
価格時点 毎年 1 月 1 日 毎年 7 月 1 日 毎年 1 月 1 日  3 年ごと 1 月 1 日 






















― 同一価格水準 80％程度 70％程度 
(出所) 監査委員会報告第69号 ｢販売用不動産等の強制評価減の要否の判断に関する監査上の取扱い｣ 付
録 2 , 日本公認会計士協会, 2009年 (最終改正). 
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回収可能価額は ｢正味売却価額｣ と ｢使用価
値｣ のいずれか高い方の金額と定義されている





















本調査に関連する先行研究は 3 つある｡ 第 1 
に, 太田 (2004) は早期適用が開始された最初







率) である｡ この調査では, 上記の項目ごとに
129社の注記情報を資料というかたちで収録し
ている｡ 情報の要約や集計は行っていない13)｡ 
第 2 に, 新日本有限責任監査法人ナレッジセ
ンター・リサーチによる調査がある｡ 対象は
2008年 3 月期と2009年 3 月期であり, 調査結果
は新日本有限責任監査法人のホームページ上に
掲載されている (本調査実施時点)14)｡ 回収可能
価額の測定方法については, 2008年 3 月期は172
社, 2009年 3 月期は243社について調査されてい









については, 正味売却価額の算定方法 (表 1 の
価格指標のどれを選択したか, および鑑定評価
額を参照したか否か) が調査されていない｡ 
第 3 に, 産業経理協会による ｢2009年度減損


















本調査の対象は, 東京証券取引所第 1 部に上
場する 3 月期決算企業で, 連結損益計算書で減
損損失を計上したすべての企業である｡ 対象期
間は2004年から2009年である｡ ただし, 次の 3 
つの要件に該当するものはサンプルから除外す
る｡ ①東証業種分類にもとづく ｢銀行｣ ｢保険｣ 
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表 2 サンプル 
2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 合計 





られている｡ 図 2 はその標準的な記載例である｡ 
これをすべてのサンプルについて目視し, 以下
の 3 つの項目について内容を記録する｡ 
 
図 2 減損損失に関する注記例 
 










で減額し, 当該減少額を減損損失 (27,050百万円) として
特別損失に計上している｡ その内訳は以下の通りである｡ 
 



















（内, 建物 2,396百万円, 航空機 7,835百万円,  
機械装置 2,833百万円, のれん 6,889百万円,  
その他 5,791百万円） 
・その他 1,304百万円 





不動産鑑定士による鑑定評価額等により評価し (2) , 使用価値
は将来キャッシュ・フローを主として3.1％で割り引いて
算定 (3) している｡ 
 
(出所) 日本郵船 2009年 3 月期 連結損益計算書の注記下線
と下線番号は筆者による加筆である｡ 
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第 1 は, 回収可能価額の算定にあたり, 正味
売却価額と使用価値のどちらを算定したかであ










第 2 は, 正味売却価額の算定方法である｡ 図 
2 の下線部 (2) を参照することで判明する｡ 正
味売却価額の算定方法は, 減損会計適用基準に
おいて 6 つの方法が示されている (図 1 を参照)｡ 
①市場価格, ②市場価格を反映していると考え




このうち, ②公的な価格指標には, ｢公示価格｣ 
｢都道府県基準値価格｣ ｢路線価による相続税評
価額｣ ｢固定資産税評価額｣ が例示されている｡ 
図 2 の例では不動産鑑定士による鑑定評価額に
よることが分かる15)｡ 
第 3 は, 使用価値の算定に用いられた割引率








使用価値の算定頻度は, 表 3 に示すとおりであ
る｡  6 年間の合計でみると, 回収可能価額の算
定にあたり, 正味売却価額のみにもとづいてい
るケースは1,127 (全体の44.2％), 使用価値のみ






なく判別できないケースは238 (9.3％) である｡ 
表 3 の下 2 行では, 両方を算定したケースを
含めて正味売却価額と使用価値がそれぞれ算定
された頻度を集計している｡ 正味売却価額が算
定されたケースは ,  6 年間の合計で 1,850 
(72.5％) である｡ これに対して, 使用価値が算
定されたケースは784 (30.7％) である｡ 減損会
計基準が強制適用された初年度である2006年に
着目すれば, 正味売却価額は83.8％, 使用価値
は27.6％である｡ これは, 会計基準 (会計基準











正味売却価額の算定方法の集計結果は, 表 4 
に示すとおりである｡ 表の複雑化を避けるため, 
｢不動産鑑定士による鑑定評価額｣ と ｢第三者
よる評価額｣ は合併して ｢外部者評価額｣, ｢不
動産鑑定評価基準にもとづく算定価格｣ と ｢合
理的なアプローチにもとづく評価額｣ は合併し





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 4 では, 公的な価格指標, 外部者評価額, 
内部者評価額がⅠ～Ⅳの表記上の分類のなかに
混在しているため, 別途, 表 5 ではそれぞれの
頻度を集計した｡ 公的な価格指標のなかでもっ
とも参照される頻度が高いのは ｢固定資産税評
価額｣ であり,  6 年間の通算で27.0％である｡ 
次に高いのは  ｢路線価による相続税評価額｣ 
(同17.5％) であり, ｢公示価格｣ と ｢都道府県
基準値価格｣ が参照されるケースは稀である｡ 
不動産鑑定士による鑑定評価額をはじめとす
る ｢外部者評価額｣ を用いたケースは17.2％, 
不動産鑑定評価基準などにもとづいて自社内で
評価する  ｢内部者評価額｣  によるケースは














































第 2 に, 正味売却価額や使用価値の算定方法
にはかなりの多様性がみられる｡ 正味売却価額
の算定では複数の算定方法が併用されているケ
ースが存在しているし (表 4 ), 使用価値の算定
では割引率が年数の経過とともに分散化する傾

















額｣ を参照するケースは多い｡ また, 不動産鑑
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のは, 時価 (あるいは公正価値) は会計情報の












Financial Accounting Standards Board (2001), Statement 
of Financial Accounting Standards No. 144, Accounting 
for the Impairment or Disposal of Long - Lived Assets,  
FASB. 
Kieso, D.E., J.J. Weygandt and T.D. Warfield (2007), 






中心に｣ 齋藤真哉編著 『減損会計の税務論点』 中
央経済社, pp.288-302. 
企業会計基準委員会事務局・財務会計基準機構編 
(2003) 『講演録シリーズ No.6 固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針について』 第一法規, p.35. 








めなくなった状態を ｢固定資産の減損｣ といい, 
この場合に一定の条件の下で回収可能性を反映さ
せるように帳簿価額を減額する会計処理を ｢減損
処理｣ という｡ 本研究ノートでは, この会計処理
の手続きを ｢減損会計｣ ということにする｡ 
 2) 取得原価にもとづいた評価が行われる理由は合
理的な期間損益計算を行うためであるが, 実務上




である Kieso et al. (2007), p.522.を参照｡ 
 3) アメリカでは 1995年 , 国際財務報告基準 
(International Financial Reporting Standards : IFRS) 
では1998年から, それぞれ同様の処理が行われて
いる｡ 


























する方法である (減損会計適用指針 第109項)｡ 
 8) 減損会計基準 四  3 , 減損会計適用指針 第140
項｡ 
 9) 2000年12月 8 日に行われた企業会計審議会の第 
4 回固定資産部会の議事録によれば, 減損会計基
準の設定過程で以下のような議論があった｡ 




























B 委員： そうですね｡ 




















編 (2003) によれば, 2003年11月に, 東京, 名古屋, 
大阪をはじめ, 日本全国 9 ヵ所12回にわたって開













12) 減損会計適用指針, 第116項｡ 
13) 川島 (2007) は2004年 3 月期と2005年 3 月期に
ついて, 連結損益計算書において減損損失を計上




14) 2008年 3 月期決算を対象とした調査は ｢平成20
年 3 月期有価証券報告書 固定資産減損損失注記
分析｣ (2009年 2 月 3 日付), 2009年 3 月期決算を対
象とした調査は ｢平成21年 3 月期有価証券報告書 
固定資産減損損失注記分析｣ (2009年 9 月15日付) 
である｡ 
15) ただし, 厳密には ｢不動産鑑定士による鑑定評
価額等
、




情報開示 (インベスタ ・ーリレーションズ) の状況
を分析することが有益かもしれない｡ 
Hosei University Repository
